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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結

累計期間
第65期

会計期間

自平成24年
４月１日

至平成24年
12月31日

自平成25年
４月１日

至平成25年
12月31日

自平成24年
４月１日

至平成25年
３月31日

売上高（百万円） 20,523 22,771 26,999

経常利益（百万円） 752 2,188 1,206

四半期（当期）純利益（百万円） 606 2,872 915

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
864 6,405 2,447

純資産額（百万円） 35,757 43,011 37,359

総資産額（百万円） 46,176 56,972 48,751

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
17.34 82.04 26.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
17.32 81.60 26.14

自己資本比率（％） 74.0 71.5 72.8

　

回次
第65期

第３四半期連結
会計期間

第66期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成24年
10月１日

至平成24年
12月31日

自平成25年
10月１日

至平成25年
12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 10.91 61.60

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第65期第３四半期連結累計期間及び第65期連結会計年度の各数値については、遡及修正後の数値を記載して

おります。なお、詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（会計方針の

変更）」をご参照下さい。　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　なお、主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

＜電子材料＞

当第３四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました台虹科技股份有限公司の株式を一部売却した

ことにより関連会社に該当しなくなったため、持分法適用の範囲から除外しております。　
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前年同四半期比較を行っ

ております。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融政策を背景に、円

安が進行したことによって輸出環境が改善し、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

一方で、円安による原材料の高騰や欧州の景気低迷、中国をはじめとする新興国経済の景気減速懸念などの影響

から、依然として不透明な状況が続いています。

このような状況のもと当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、多機能携帯端末を主用途とし

た電子材料の需要と産業用構造材料の需要が堅調に推移したことに加え、収益向上対策を講じた結果、前年同期に

比べ売上・利益ともに増加しました。また、在外持分法適用関連会社である台虹科技股份有限公司の株式を売却し

たことによる売却益も計上しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高227億71百万円（前年同四半期比11.0％

増）となり、営業利益７億41百万円（前年同四半期は営業損失１億41百万円）、経常利益21億88百万円（前年同四

半期比190.7％増）、四半期純利益28億72百万円（前年同四半期比373.5％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、前連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較については、前年

同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①電子材料分野

電子材料分野では、主力のフレキシブルプリント配線板材料（受注高18.7％増、生産高15.7％増、前年同四半期

比較、提出会社単体ベース）を中心に、売上高は132億34百万円と前年同四半期に比べ35.2％増となり、セグメン

ト損益は、13億25百万円のセグメント利益となりました。

②ディスプレイ材料分野

ディスプレイ材料分野では、３Ｄ関連材料の減少により売上高は16億19百万円と前年同四半期に比べ43.0％減と

なり、セグメント損益は、3億30百万円のセグメント損失となりました。

③電気絶縁材料分野

電気絶縁材料分野では、電気絶縁用プリプレグ、硝子クロスを中心に、売上高は23億90百万円と前年同四半期に

比べ2.5％増となり、セグメント損益は、２億95百万円のセグメント利益となりました。

④産業用構造材料分野

産業用構造材料では、ＦＷ成形品、航空機用ハニカムパネル及びプリプレグを中心に、売上高は47億27百万円と

前年同四半期に比べ3.3％増となり、セグメント損益は、１億98百万円のセグメント利益となりました。

⑤関連商品販売分野

関連商品販売分野では、売上高は６億47百万円と前年同四半期に比べ21.1％減となりましたが、セグメント損益

は、76百万円のセグメント利益となりました。

⑥その他（その他の事業分野）

その他分野では、売上高は１億51百万円と前年同四半期に比べ9.0％減となりましたが、セグメント損益は94百

万円のセグメント利益となりました。

なお、この項に記載の売上高、受注高等の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社有沢製作所(E01152)

四半期報告書

 3/18



(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。　

①　基本方針の内容と当社財産の有効な活用及び適切な企業集団の形成ならびにその他の基本方針の実現に資す

る取組み　

当社は明治42年の創業以来、一貫してユーザーニーズにお応えしながら技術革新と製品開発に取り組み、当

社独自の「織る、塗る、形づくる」技術を構築し、良好な労使関係のもと、企業価値の向上に努めてまいりま

した。当社取締役会はこの歴史と蓄積された技術を育み続けるとともに、これらの企業価値を理解し、長期的

に育成し、向上させる義務があると考えております。　

これに基づき、当社グループは「創造・革新・挑戦」を基本とした経営方針により、安全と品質の向上を第

一に掲げ、新たな事業基盤と新市場を創出し、利益体質の強化を推進することを目指しております。　

②　不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み　

近年の株式市場においては対象となる会社の株主あるいは経営陣に対して充分な説明や協議の手続きを経る

ことなく大量の株式の買付を強行する等の買収手法も見受けられ、ややもすると企業価値の喪失、株式売却の

強要等、株主利益の侵害とも取れるものも少なくありません。

このためには買付を行う者またはその提案者（以下総称して「買付者」といいます。）に対して遵守すべき

ルール・手続きを提示することにより、必要かつ充分な情報の開示と、買付提案の検証及びその検討のための

期間を確保する必要があると判断し、当社株式の大量取得行為に関する対応策（以下「本ルール」といいま

す。）を策定し、平成25年6月27日開催の第65回定時株主総会でご承認いただいております。

本ルールに基づいて、株主意思確認の株主総会等において対抗策の発動が承認された場合、買付者が本ルー

ルを遵守しない場合及び当社株式の大量取得行為その他これに類似する行為またはその提案（以下総称して

「買付」といいます。）が当社の企業価値を毀損することが明らかな場合は、本ルールに従って対抗策が発動

されることになります。　

（本ルールの詳細につきましては、インターネット上の当社ウエブサイト(http://www.arisawa.co.jp/)を

ご参照ください。）

③　上記の取組みが、基本方針に従い、当社の企業価値及び株主の共同の利益を損なうものでなく、かつ、役員

の地位の維持を目的とするものではないことについて　

当社取締役会は、株式を上場し投資家の皆様に当社株式の自由な売買を行っていただくなかで、当社取締役

会の意に反して行われる大規模買付行為、あるいは当社の支配権の移転を伴う買付提案におきましても、企業

価値の向上により株主の皆様全体の利益となるものについては、当社取締役会としてこれを否定すべきでな

く、最終的には当社の株主全体の判断に基づき行われるべきものと考えております。　

このような買付が行われた場合は、株主の皆様が適切な判断を下されるために、買付者から詳細な情報の提

供を受け株主の皆様に充分な情報の開示を行うとともに、当社取締役会としての意見表明を行い、株主の皆様

にどちらの主張が当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に結びつくかを、株主総会等で直接意思表

示していただくことが最善の方策と考えており、本ルールでは次のように定めております。

イ　株主の皆様の直接決議による判断

本ルールは、買付者が本ルールを遵守しない場合等を除き、買付者による買付提案の受け入れの可否に

ついて、株主の皆様に直接判断いただくものであります。この株主意思の確認手続きにあたって、取締役

が自らの保身のための個別勧誘等を行うことはほぼ不可能であり、取締役の恣意的な意向が入り込む余地

はありません。　

ロ　取締役会判断による対抗策発動の制限

当社取締役会が株主意思の確認を行わずに対抗策を発動できるのは、本ルール違反や企業価値・株主共同

の利益が毀損されることが明らかな場合に限定しておりますとともに、有効期間を約２年とするいわゆるサ

ンセット条項を付しております。

したがいまして、当社取締役会は、この「会社の支配に関する基本方針」が当社の企業価値、株主共同の利益

を確保するための取組みであり、株主の皆様の利益を損なうものではないと考えます。　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は13億83百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

計 130,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 35,078,524 35,094,024
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 35,078,524 35,094,024 － －

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成26年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は、含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日

（注）　

43,000 35,078,524 11,739 7,139,290 11,739 6,251,313

（注）  新株予約権の行使による増加であります。

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　4,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 34,915,800 349,158 －

単元未満株式 普通株式　　115,724 － －

発行済株式総数 35,035,524 － －

総株主の議決権 － 349,158 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社有沢製作所
新潟県上越市南本町１

丁目５番５号
4,000 － 4,000 0.01

計 － 4,000 － 4,000 0.01

　

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,671,201 10,111,169

受取手形及び売掛金
※2 9,745,909 ※2 11,131,305

有価証券 599,912 111,145

商品及び製品 2,564,152 2,254,565

仕掛品 1,144,789 1,157,460

原材料及び貯蔵品 1,676,859 2,056,466

その他 507,688 566,420

貸倒引当金 △166,687 △258,671

流動資産合計 22,743,824 27,129,864

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,021,049 5,928,426

機械装置及び運搬具（純額） 2,976,378 2,807,074

その他（純額） 1,966,425 2,243,558

有形固定資産合計 10,963,854 10,979,058

無形固定資産

のれん 37,616 31,218

その他 102,003 91,899

無形固定資産合計 139,619 123,117

投資その他の資産

投資有価証券 14,128,286 17,553,513

その他 1,193,631 1,522,934

貸倒引当金 △417,224 △336,117

投資その他の資産合計 14,904,693 18,740,330

固定資産合計 26,008,167 29,842,507

資産合計 48,751,992 56,972,371
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※2 4,562,706 ※2 4,813,226

短期借入金 1,328,368 2,189,003

1年内返済予定の長期借入金 911,079 969,843

未払法人税等 142,633 156,621

賞与引当金 403,411 202,163

役員賞与引当金 3,100 2,563

製品保証引当金 21,771 632

その他
※2 1,320,178 ※2 1,940,238

流動負債合計 8,693,248 10,274,293

固定負債

長期借入金 1,680,636 1,385,133

退職給付引当金 65,543 110,023

資産除去債務 54,343 57,248

その他 899,105 2,134,442

固定負債合計 2,699,629 3,686,848

負債合計 11,392,878 13,961,142

純資産の部

株主資本

資本金 7,117,259 7,139,290

資本剰余金 6,229,282 6,251,313

利益剰余金 21,677,880 23,797,750

自己株式 △1,795 △2,022

株主資本合計 35,022,626 37,186,331

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 757,124 3,309,951

為替換算調整勘定 △284,168 245,897

その他の包括利益累計額合計 472,955 3,555,849

新株予約権 167,565 146,288

少数株主持分 1,695,966 2,122,759

純資産合計 37,359,113 43,011,229

負債純資産合計 48,751,992 56,972,371
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 20,523,383 22,771,202

売上原価 18,210,453 19,277,121

売上総利益 2,312,930 3,494,080

販売費及び一般管理費 2,454,454 2,752,371

営業利益又は営業損失（△） △141,524 741,708

営業外収益

受取利息 48,932 71,709

受取配当金 43,267 58,898

持分法による投資利益 670,646 952,178

為替差益 50,357 357,693

負ののれん償却額 27,686 27,686

その他 252,175 155,729

営業外収益合計 1,093,065 1,623,896

営業外費用

支払利息 62,866 66,032

貸倒引当金繰入額 18,763 43,165

その他 117,073 68,069

営業外費用合計 198,703 177,268

経常利益 752,837 2,188,337

特別利益

固定資産売却益 26,858 3,008

関係会社株式売却益 8,370 1,510,834

その他 96,108 100,061

特別利益合計 131,337 1,613,904

特別損失

段階取得に係る差損 － 60,386

投資有価証券評価損 － 52,708

その他 82,771 21,314

特別損失合計 82,771 134,410

税金等調整前四半期純利益 801,404 3,667,832

法人税等 103,063 564,231

少数株主損益調整前四半期純利益 698,341 3,103,600

少数株主利益 91,599 230,920

四半期純利益 606,741 2,872,680
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 698,341 3,103,600

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 43,846 2,557,252

為替換算調整勘定 51,484 549,631

持分法適用会社に対する持分相当額 71,024 194,531

その他の包括利益合計 166,356 3,301,415

四半期包括利益 864,697 6,405,016

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 730,729 5,955,574

少数株主に係る四半期包括利益 133,968 449,442
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

持分法適用の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社でありました台虹科技股份有限公司の株式を一部売却し

たことにより関連会社に該当しなくなったため、持分法適用の範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

　第１四半期連結会計期間より、在外連結子会社である新揚科技股份有限公司グループの連結財務諸表及び在外持分

法関連会社である台虹科技股份有限公司グループの連結財務諸表については、2013年1月1日以後開始する事業年度か

ら国際会計基準に基づく会計処理を適用した両社の連結財務諸表を基礎として、連結決算上必要な修正を行うことに

より当社グループの連結財務諸表を作成しております。この変更は、台湾の上場会社について、2013年1月1日以後開

始する事業年度から、それまでの台湾の会計基準に対して国際会計基準に基づく会計処理が強制的に適用開始される

ことになったことを契機として、会計基準等の採用動向などを総合的に勘案し実施したものであります。当該会計方

針の変更は遡及して適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表となっております。

　遡及適用を行う前と比較し、前第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益並び

に１株当たり四半期（当期）純利益に与える影響は軽微であります。なお、前連結会計年度の期首の純資産に累積的

影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前連結会計年度の期首残高は88百万円増加しております。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

　１　偶発債務

　重要な訴訟事件

前連結会計年度（平成25年３月31日）及び当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日）

連結子会社である株式会社有沢建販（以下、同社）は岡山大建工業株式会社（以下、岡山大建）より、同社が

納入したキッチン用パネルが施工後に剥離する現象が発生したため、平成24年2月9日付で損害賠償請求訴訟（請

求金額1,720百万円）の提起を受けました。

　同社といたしましては、岡山大建が指定した材料に起因する剥離であり、同社の損害賠償責任はないものと判

断しており、弁護士と協議のうえ本件訴訟に対応しております。

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年12月31日）

受取手形及び売掛金 82,335千円 59,199千円

支払手形及び買掛金 91,873 138,606

流動負債その他（設備関係支払手形） 12,424 22,459

　

EDINET提出書類

株式会社有沢製作所(E01152)

四半期報告書

12/18



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額並びに負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

減価償却費 1,080,366千円 1,062,157千円

のれんの償却額 17,909 10,220

負ののれんの償却額 △27,686 △27,686

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 174,973 5.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 279,953 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント 
その他
（注）

合計
電子材
料　　

ディスプ
レイ材料

電気絶縁材
料

産業用構造
材料

関連商品販
売　

計

売上高         

外部顧客へ

の売上高
9,786,908 2,839,497 2,332,305 4,576,971 820,710 20,356,394 166,989 20,523,383

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

    －　 －　 －　 －　 －　 －　 390,945 390,945

計 9,786,908 2,839,497 2,332,305 4,576,971 820,710 20,356,394 557,935 20,914,329

セグメント利

益又は損失

（△）

186,321 △162,420 361,069 83,330 77,919 546,220 70,388 616,608

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流関連及びその他事業等を含ん

でおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）　

　 （単位：千円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 546,220 　

「その他」の区分の利益 70,388 　

セグメント間取引消去 △32,576 　

のれんの償却額 △17,909 　

全社費用（注） △700,846 　

棚卸資産の調整額 △6,800 　

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △141,524 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：千円）

 

報告セグメント 
その他
（注）

合計
電子材
料　　

ディスプ
レイ材料

電気絶縁材
料

産業用構造
材料

関連商品販
売　

計

売上高         

外部顧客へ

の売上高
13,234,991 1,619,512 2,390,117 4,727,404 647,178 22,619,205 151,996 22,771,202

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

－　 －　 －　 －　 －　 －　 468,788 468,788

計 13,234,991 1,619,512 2,390,117 4,727,404 647,178 22,619,205 620,785 23,239,991

セグメント利

益又は損失

（△）

1,325,227 △330,411 295,720 198,222 76,820 1,565,578 94,772 1,660,351

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物流関連及びその他事業等を含ん

でおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）　

　 （単位：千円）　

利益 金額 　

報告セグメント計 1,565,578 　

「その他」の区分の利益 94,772 　

セグメント間取引消去 △41,873 　

のれんの償却額 △10,220 　

全社費用（注） △856,992 　

棚卸資産の調整額 △9,555 　

四半期連結損益計算書の営業利益 741,708 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、在外連結子会社である新揚科技股份有限公司グループの連結財務諸表及び在

外持分法関連会社である台虹科技股份有限公司グループの連結財務諸表については、2013年１月１日以後開始

する事業年度から国際会計基準に基づく会計処理を適用した両社の連結財務諸表を基礎として、連結決算上必

要な修正を行うことにより当社グループのセグメント情報を作成しております。当該会計方針の変更は遡及し

て適用され、前第３四半期連結累計期間については遡及適用後のセグメント情報となっております。

　これによる前第３四半期連結累計期間のセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　また、前連結会計年度より、セグメント情報におけるセグメント区分は「電子材料」「ディスプレイ材料」

「電気絶縁材料」「産業用構造材料」「関連商品販売」「物流関連」に区分しておりましたが、「物流関連」

は重要性がなくなったことにより「その他」に含めております。　

　なお、前第３四半期連結累計期間の報告セグメント情報は、変更後の報告セグメントに基づき作成しており

ます。　　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 17円34銭 82円4銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 606,741 2,872,680

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 606,741 2,872,680

普通株式の期中平均株式数（株） 34,994,545 35,015,278

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円32銭 81円60銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 31,267 189,665

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）　「（会計方針の変更）」に記載のとおり、当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間につ

いては、遡及適用後の数値となっております。この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期

間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、それぞれ22銭減少してお

ります。

　

（重要な後発事象）

　　 該当事項はありません。

　

２【その他】

訴訟

連結子会社である株式会社有沢建販（以下、同社）は岡山大建工業株式会社（以下、岡山大建）より、同社が

納入したキッチン用パネルが施工後に剥離する現象が発生したため、平成24年２月９日付で損害賠償請求訴訟

（請求金額1,720百万円）の提起を受けました。

同社といたしましては、岡山大建が指定した材料に起因する剥離であり、同社の損害賠償責任はないものと判

断しており、弁護士と協議のうえ本件訴訟に対応しております。　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月13日

株式会社有沢製作所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 塚田　一誠　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大島　伸一　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社有沢製

作所の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社有沢製作所及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
　
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　

　

以　上　

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別

途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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